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１ 公募の趣旨 

本市では、古賀市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成２７～２９年度）に基

づき、高齢者ができる限り住み慣れた地域で、人生の最期まで尊厳を持って自分らしい生

活を送ることができるよう、介護保険施設等の計画的な整備を進めております 。 

本公募は、地域密着型特別養護老人ホームおよび小規模多機能居宅介護を併設して整備

する事業者を選定するために行うものです。 

また、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策（平成２７年１１月２６日）」

において、国有地の更なる活用により介護施設等整備が促進されることとなったため、本

市では市内にある国有地を本公募の整備用地として活用することといたしました。なお、

本公募において本市は事業所を募集および選定します。選定された事業者は、国有地の活

用については国と定期借地契約若しくは売買契約を締結する必要があります。 

 地域包括ケアシステムの拠点として、介護予防の推進や健康づくりなど地域の実情に応

じた取組みや提案を期待します。 

２ 公募内容 

公募指定に係る対象事業所等は、次の表のとおりです。 

 

サービスの種類 整備数 定員 備考 

地域密着型特別養護老人ホーム １施設 ２９人 全室個室・ユニット型 

小規模多機能型居宅介護 １事業所 登録定員２９人以下 
介護予防事業所として

も指定を受けること 

※ 上記２事業の併設が条件となります。 

※ 地域密着型特別養護老人ホームにおいては、１床以上のショートステイ（短期入所生

活介護、介護予防短期入所生活介護）を設置してください。 

※ 地域交流スペースを設置してください。   

※ その他サービスの併設はできません。 

 

３ 国有地の活用 

（１） 計画地（公務員宿舎古賀住宅） 

【住居表示】古賀市千鳥一丁目３番１号 

   【地  番】古賀市千鳥一丁目１６１２番３８８の一部 

 

（２） 敷地面積 

 【対  象】３５００．００㎡（最大） 

 ※ 対象については、資料１－１、１－２「計画地の図面」を参照してください。 

 

（３） 用途地域など  第一種中高層住居専用地域（６０／２００） 
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４ 公募要件等 

（１） 募集対象事業者 

 社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人を対象としています。もしくは、今回

の計画に併せて新たに社会福祉法人を設立する団体を対象とします。 

 

（２） 土地・建物 

 老人福祉法、介護保険法、社会福祉法、都市計画法、建築基準法、消防法、その他

関係法令等を遵守することとし、必要に応じて、関係機関と事前に協議の上、計画を

策定してください。 

 また、施設の設計にあたっては、周辺の住環境に十分に配慮してください。 

 

（３） 土地の管理 

   選定された事業者は、引渡しを受けた日から計画地を適正に管理することとし、維  

  持管理に係る費用は事業者負担とします。なお、管理にあたっては、国、市、および

地域の要望に対して真摯に対応してください。 

   

（４） 地域住民への説明 

   建設にあたっては地域住民に対し十分に説明を行い、要望に対しては誠実に対応し

てください。ただし、事業予定者として選定されるまでは、地域住民に対する説明や

調整は行わないでください。 

 

（５） 建設工事・建設業者について 

   補助金の交付を受ける建設工事は、補助事業となりますので、古賀市が行う公共工

事の取扱いに準じて行ってください。具体的には、施工業者を古賀市の基準に準じた

方法により、工事額ランクに応じた指定業者の中から指名し、選定した複数の事業者

による入札によって施工業者を決定してください。 

  

（６） 関係法令の遵守 

   運営計画については、老人福祉法、介護保険法、古賀市指定地域密着型サービスの 

事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の関係法令を遵守してくだ

さい。 

 

（７） 資金計画 

① 事業所整備に必要な資金の確保については、各種法令等を十分に理解して資金

計画をたててください。 
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   ② 資金収支計画については、サービス事業ごとに事業開始から２年間の計画をた

ててください。 

   ③ 収入や支出については、各事業者の経営方針で計画的な見込みをたてて、利用

者確保の見込み（稼働率）や職員の採用計画などに基づき算定してください。 

   ④ 施設整備に係る自己資金として、建設総事業費の１０パーセント以上の現金（預

金）を確保してください。 

   ⑤ 運営に係る自己資金として、計画年間事業費の１２分の２（２ヶ月分）以上の

現金（預金）を確保してください。 

    ※ 自己資金には、借入金によって調達される資金は含みません。 

 

（８） 施設整備等補助金について 

   ① 施設整備にあたっては、福岡県地域密着型補助金を財源とする古賀市地域密着

型施設等整備補助金を活用する予定です。 

   ② 補助金の交付については、福岡県地域密着型施設等整備補助金交付要綱に基づ

く古賀市地域密着型施設等整備補助金交付要綱に従ってください。 

   ③ 市の補助金は、福岡県の補助金を財源としているため、福岡県の動向によって

は、減額、不交付になることもあります。資金計画を大幅に見直す必要が生じる

場合もありますので、十分な余裕をもった資金計画としてください。 

   

【古賀市地域密着型施設等整備補助金（上限）】 

サービス種類 施設整備補助金 

地域密着型特別養護老人ホーム 

１０６，５７５千円 

（３，６７５千円×２９床） 

※小規模多機能型居宅介護との併設の場合 

小規模多機能型居宅介護 

（介護予防含む） 
２６，２５０千円 

  

※ 対象経費 

   地域密着型特別養護老人ホーム等の整備（施設の整備と一体的に整備されるもの

であって、都道府県知事が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は工事請負

費及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、

消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又

は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とする。）。 

   ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象とする費用を除き、工事費

又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費及び分担金及び適当と認めら

れる購入費等を含む。 
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（９） 社会福祉法人利用者負担軽減 

   本公募により事業を実施する社会福祉法人は、低所得者の利用負担軽減に資するよ 

  う、この制度の登録及び実施してください。 

 

（１０） 禁止事項と欠格事項等 

  ① 以下のいずれかに該当する場合は、審査を行うことなく、あるいは、審査結果に

関わらず不適とします。 

   ア 調査、審査等に協力しない場合（ヒアリングの欠席・追加資料提出の拒否等） 

イ 提出された書類の内容に、重大な不備又は虚偽があったと認められる場合 

ウ 重要な事項（事業所種別・定員・資金の確保等）の変更があった場合 

エ その他市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合 

  ② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団または暴力団

員、および暴力団員と社会的に非難される関係にある者は、一切応募できません。

これに違反していることが判明した場合は、不適とします。 

    なお、応募事業者については、法人の役員全てについて、福岡県警察へ暴力団員

の有無に関する照会を行います。 

 

５ 応募の受付について 

（１） 申込み意向確認書 

   応募予定の方は、「申込み意向確認書」を期限までに提出してください。 

   ① 提出期限：平成２９年３月３１日（金）１７：００まで 

   ② 提出方法：介護支援課に持参又は郵送（郵送の場合は提出期限までに必着） 

 

（２） 応募書類 

   応募書類は、期限までに提出してください。 

   ① 提出期限：平成２９年６月１６日（金）１７：００まで 

   ② 提出方法：介護支援課に持参 

  

※ 国有地の活用については、国に対して取得等要望書を提出する必要があります。 

   詳細については、下記までお問合せください。 

    福岡財務支局 第一統括国有財産管理官 引受担当 

    電話 092-411-9043 
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６ 応募書類に関する概要 

（１） 「提出書類一覧表」のとおり提出してください。 

 

（２） 提出された書類は返却しません。また、この募集に関する費用（書類作成及び証 

明にかかる費用負担等）については、応募事業者の負担とし、本市は一切負担しま 

せん。 

 

（３） 提出書類は、Ａ４版でファイリングしたものを正本１部、副本９部の合計１０部 

を提出してください。なお、副本は正本をそのままコピーしたもので構いません。（原 

   本証明は不要） 

① 応募書類は左側に穴をあけてファイルに綴じ、表紙及び背表紙に「地域密着型

サービス事業公募申込書」と「法人名」を記載してください。 

② 目次を付け、「提出書類一覧表」の順番に並べ、ページ番号をつけてください。 

③ 項目ごとに文字表記のインデックスを付きの仕切り（白紙）を入れてください。 

 

（４） 正本の作成については、以下のことに注意してください。 

① 契約書等の本来当事者同士で原本を保管するべきものについては、写しの提出で

構いません。ただし、その場合は、代表者名で以下の見本のように原本証明をして

ください。 

② 原本証明に押印する法人印は、印鑑証明の印影と同じものを使用してください。 

 [代表者名による原本証明の見本] 

この写は原本と相違ありません。 

平成  年  月  日 

法人名  ○ ○ ○ ○ ○ 

代表者名 ○ ○ ○ ○ 

 

７ 選考方法及び結果通知 

（１） 指定（候補）事業者の決定は、資料２「評価基準」に沿った書類審査・ヒアリン

グ等の実施を経て、古賀市介護保険運営協議会から意見を聴取し、古賀市高齢者福

祉施設等運営事業者選考委員会の選考を受け、古賀市長が決定します。なお、審査

結果によっては、指定（候補）事業者が決定されない場合があります。 

 

（２） 古賀市介護保険運営協議会および古賀市高齢者福祉施設等運営事業者選考委員会

に対し、審査・検討の段階において、プレゼンテーション等を実施していただく予

定としています。 

 

法人印 
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（３） 本市が必要と認める場合に、指定した提出書類のほかに、調査または書類の追加

提出を求めることがあります。 

 

（４） 選定結果は、全応募事業者へ文書で通知します。 

 

（５） 指定（候補）事業者として選定された場合においても、審議の過程で、計画内容

に改善を要する事項について指摘を行う場合があります。この場合は、事業開始ま

でに必ず改善を行ってください。 

 

（６） 応募書類の提出後、やむを得ない事情により辞退する場合は、辞退理由を明記の

うえ、法人名、代表者名の署名、法人印の押印のある辞退届を提出していただきま

す。（様式任意） 
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８ 今後の整備スケジュール（予定） 

 今後の整備スケジュールについては、以下のとおりです。 

ただし、現段階での予定のため、変更になることがあります。 

 

 

 

 

 

 

市町村指定期間の設定及び公募の実施 

 ● 公募の実施 

 ① 公募説明会（平成２９年２月１７日） 

 

 ② 申込意向確認書類提出（平成２９年３月３１日締切） 

 

 ③ 応募書類の提出期限（平成２９年６月１６日締切） 

 

 ④ 古賀市介護支援課による事前の書類審査・ヒアリング。応募事業者による事業

内容プレゼンテーションの実施。介護保険運営協議会から意見聴取。 

（平成２９年８月下旬頃予定） 

 

事業者の選定 

● 古賀市高齢者福祉施設等運営事業者選考委員会の選考を受け、古賀市長による

指定候補事業者の決定。 

 

国との契約 

   ● 国と事業者の間で、国有地の定期借地権に係る貸付契約もしくは売買契約を締 

結。 

    ※ 工事着工は、平成３０年４月頃となる見通し。 

 

指定申請 

   ● 指定申請書により人員面・設備面・運営面を精査し、指定の要件を満たしてい

れば、地域密着型サービス事業者として指定。 

 

事業所開設（平成３１年３月３１日までを予定） 
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９ 問い合わせ及び書類の提出先について 

公募に関するお問い合わせは、E-mail または FAX（別添様式「地域密着型サービス公募

に係る質問票」）でのみ受け付けます。 

回答については、電話（軽微な質問に対する回答）、E-mail または FAX（Ｑ＆Ａを送信）

にて行います。 

質問票提出期限 平成２９年６月２日（金）１７：００まで（必着） 

 

《問い合わせ・書類の提出先》 

郵便番号：８１１－３１１６  

住  所：福岡県古賀市庄２０５番地 サンコスモ古賀  

担当部署：古賀市 保健福祉部 介護支援課 

担  当：上床 

電  話：０９２－９４２－１１４４ 

Ｆ Ａ Ｘ：０９２－９４２－０４０４ 

E - mail：kaigo@city.koga.fukuoka.jp 

※ また、提出書類の様式は下記の古賀市ホームページにも掲載する予定です。 

●古賀市ホームページトップ > 市役所のご案内 > 市役所の仕事としくみ  

> 介護支援課 > 地域密着型サービス事業者の公募について > 平成２９年度 

mailto:kaigo@city.koga.fukuoka.jp

